第18事件　歯科医師による診断書の交付拒否
6月15日発表　法学部4年　長谷川佳英
○事案
患者Xは歯科医A・Bの過誤を立証するため、後に治療を受けた歯科医Y1・Y2歯科医に対し、診断書、診療録、レントゲンフィルム(写し)を交付するよう要求したところ、これを拒絶されたので、不法行為責任に基づく損害賠償請求の訴訟を提起した。なおXはA・Bの治療の措置が不適切だとして損害賠償の請求を別訴で提起している。
○判旨
第一審　請求棄却
Y1についてXが診断書の交付を求めた事実はなく、Y2についても診断書の範囲を超える所見の記載を求めているから、拒絶した点に違法はない。
診療録・レントゲンフィルムの写しについても、これらを患者に交付すべき法律上の義務はなく、送付嘱託に応じていることからその必要性もない。
控訴審　請求棄却
診断書の交付請求
Y1：書面による診断書の交付請求については認定したが、Xが手数料の支払いを申し出ていない以上、これを拒絶したことは不当でない。
Y2：口頭の交付要求があったが、専門的鑑定事項の記載を要求しており、これを拒絶したことには正当事由があると判示した。
診療録、レントゲンフィルムについて
既に別件裁判所に交付⇒交付を受けるべき必要性はあったとはいえない
Xの主張(→以下の理由によりいずれも否定)

　(ア)他の医療機関で適切な歯科医療を受けるため
　→Xの要求するものが他の医療機関で必要とは認められない
　(イ)別件訴訟でA・Bの医療過誤の存在を鑑定依頼するため必要
　→別件訴訟でXが鑑定申し立てをしていない
○わかったこと・わからなかったこと
　・本人訴訟故のあらが目立つ(？)

　・手数料不払いは正当事由か
　・レントゲンフィルムと診療録を一括して扱うのは妥当なのか
　・「個人情報の保護に関する法律」が平成１５年５月に公布
